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１。はじめに
　消費者に関し特別の法分野が分類されて久しくなる。消費者も「消費者の権利」を自覚
するようになりつつある。しかしながら、なぜこのような法分野がつくられなければなら
なかったのか、あるいは、なぜ消費者に特別の権利があたえられているのか、といった問
題が消費者自身に自覚されているようには思われない。私は、本稿において、「消費者法」、
特に「消費者私法」の発展の過程を概説して、今後の問題点を指摘したいと考える。
２。消費者私法の発展
（1）消費者私法の概念
　私人と私人が何らかの取引をする場合に、その取引を規律する法分野を「私法」と呼ん
でいる。「私法」のなかで広く一般的に適用されるのが「民法」という法典である（このこ
とから、「民法は私法の一般法である」といわれる）。
　さて、たとえば、八百屋に行って野菜を買うとき、この取引が「民法」の「売買」の規
定（民法555条以下）によって処理されることを意識している人は、あまり多くはいないだ
ろう。だが、これが、土地を買う、あるいは家を買うといったような場合になると、八百
屋で野菜を買う場合と比べて、より「法律」を意識することになろう。さらには、その場
合には「契約書」なるものを作成し、取引についての各々の条件が条項の形で明確にされ
ることになろう。
　このように、法律は、われわれが意識するとしないとにかかわらず、われわれの生活を
規律している。ただし、法律の規定は、当事者の合意との関係で、その効力の強弱に違い
がある。それらは大きく二つに分類することができる。ひとつは「強行規定」と呼ばれる
ものであり、もうひとつは、「任意規定」と呼ばれるものである。「強行規定」とは、当事
者がその規定に反するような合意を結んだとしてもその合意は無効であり、あくまで法律
が優先して適用されるものをいう。他方、「任意規定」とは、当事者がその規定に反するよ
うな合意を結ぶとその合意の方が優先して適用されるものをいう。そして、この分類は、
それぞれの規定の趣旨によってなされるが、民法の規定についていえば、一般的に「物権」
　「親族」「相続」の規定には強行規定が多く、「債権」（契約関係はここに含まれる）の規定
には任意規定が多いといわれている。
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　消費者が、消費者として取引をする多くの場合、たとえば、月賦で物を買ったり、お金
を借りたりする場合、通常は上であげた「債権」の分野の規定が適用されることになる。
したがって、民法の段階では、消費者取引には法の規定よりも原則として当事者の合意が
優先して適用されるので、消費者が思わぬ合意をしていると（したことになっていると）、
後に紛争が生じることになる。
（2）行為無能力者制度
　それでは、なぜ人は契約を結ぶとその契約に拘束されるのだろうか。民法の建前からい
えば、それは「意思」力ゞあったからだということになる。わかりやすくいえば、「あなたは、
その家を買いたいという意思があったから私に買いたいといって売買契約を結んだので
しょう。自分からすすんでやったことについては責任をとってくださいよ」ということで
ある。そうだとすれば、「意思」のない人の行った行為に責任はないことになる。すなわち、
無効である。「意思」とは、最低限の判断能力のことだと考えられている。
　ところで、人が取引をしたとき、「意思」があったかなかったかは、結局、その取引が有
効なのか無効なのかに大きく影響を与えるにもかかわらず、外から見るだけではわかりに
くい。また、「意思」があったこと、あるいはなかったことを証明するのは非常に困難であ
る。
　そこで民法は、「意思」の制度（「意思能力」の制度）とは別に、「行為能力」の制度を設
けることにした。すなわち、取引の当時、実際に「意思」があったかなかったかとは無関
係に、「意思」がない、あるいは「意思」の程度が低いと考えられる者を類型化し、保護を
与えることとしたのである。民法は、「未成年者」（未成熟を理由とする。民法３条、４条
以下参照）、「禁治産者」、「準禁治産者」（精神的障害・浪費を理由とする。民法７条以下、
11条以下参照）を行為無能力者としている。そして、それぞれについて、その取引能力を
一般的に制限したうえで、いわゆる保護者のような者が行為無能力者の取引能力を補うこ
とになっている。
（3）形式的平等から実質的平等へ
　民法は、上で述べたような無能力者という例外を除いて、取引の当事者は対等であるこ
とを前提としている。すなわち、当事者の地位、知識（情報）、経験、その他のものを対等
とみているのである。そこで、当事者を形式的に平等に扱いさえすれば、平等な取引がな
されるとして、民法は、形式的平等に重きを置いている。
　しかし、上で述べた行為無能力者ではないにもかかわらず、形式的平等だけでは真の平
等が保てない場合が多く現れた。たとえば、「労働法」（企業と労働者）、「借地借家法」（地
主・家主と借地人・借家人）といった法分野は、実質的平等を保つために、一方により強
い権利を与えることを内容とした法分野である。「消費者法」も同様に、企業と消費者との
間に生じているアンバランスを埋めるため発達してきた法分野ということができる。
（4）「消費者の権利」の具体例
　以上にみたように、民法の建前からいえば、行為無能力者に該当しない限り、すべての
人は形式的に平等に扱われることになる。消費者が企業と取り引きする場合でも同様であ
-
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る。　しかし、ここにも「労働法」「借地借家法」にみたのと同様の問題が生じている。すな
わち、消費者と企業では、その地位、知識（情報）、経験などが格段に違うので、対等の立
場で交渉、取引をしたのでは、実質的な平等を保つことはできない。そこで、種々の特別
法が制定され、取引当事者が消費者であるという理由に基づいて民法の原則を修正するこ
ととした（法律には、「特別法は一般法に優先する」という原則がある）。以下に、その具
体例をあげて、説明する。
①クーリング・オフ
　消費者としての権利に関する制度の中で最も強力だと考えられるのが、クーリング・オ
フの制度である。クーリング･オフとは、簡単にいえば、消費者が一定の商品（「指定商品」
と呼ばれている）の購入について中込をし、あるいは契約を締結した場合に、一定の期間
内であれば、書面で、その中込･契約を消費者が一方的に無条件で解消できる制度である。
この制度は、割賦販売法（4条の３）、訪問販売法（６条）など多くの消費者関連の法律で
導入されている。
　民法の一般原則に従えば、一度した申込や契約を無条件で一方的に解消することは許さ
れない。しかし、突然家を訪れたセールスマンに強引に物を買わされたり、不十分な説明
のまま分割払いの誘いで思わぬ高価な物を買ったりする消費者の現状から、このような権
利が認められることとなったのである。
②抗弁権の対抗
　電気屋で買ったカラーテレビが壊れていて映らない場合、まだその代金を支払っていな
いのであれば、買い主は、そのテレビを直してもらうまで、あるいはそのテレビを新しい
正常なテレビと交換してもらうまで、その代金を払いたくないだろう。法律は、買い主と
売り主という二当事者の単純な売買の場合には、このような代金の支払いの留保を認める
（このことを、「同時履行の抗弁権」という。民法533条参照）。
　さて、現在では、比較的高価な物を購入する場合には、いわゆるクレジット取引が行わ
れることが多い。消費者の中には、クレジットの仕組みを十分に理解せずにそれを利用し、
後で思わぬトラブルに巻き込まれる者が多くみられる。
　それでは、最初のカラーテレビの購入の例で、代金の支払いがクレジットによることに
なっていたとしたらどうだろうか。ここでは、話を簡単にするため、いわゆるクレジット
と呼ばれているものを、３つに分類する。第１は、代金の支払いは分割払いだが、あくま
で当事者が売り主と買い主という２人に過ぎない場合、第２は、ｲ言販会社などが電気屋に
対し消費者に代わって売買代金を支払い（これを「立替払い」とい引、その信販会社など
が後に消費者に対し代金の立替分を分割して請求する場合（割賦購入あっせん）とい引、
第３は､消費者がテレビの代金を支払うため販売店の保証を得て銀行などからお金を借り、
その銀行が、直接電気屋にお金を支払い、後に消費者に対し貸したお金を請求する場合
（ローン提携販売）という）である（ただし、この他にも、たとえば、「割賦販売法」の適
用かおるためには、２ヵ月以上の期間にわたり３回以上に分けて代金を支払う場合に限ら
れるとか、指定商品の購入の場合に限るとか、条件が付されているが、紙面の関係で詳し
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く述べるのは省略する）。
　まず、第１の場合は、上述した同時履行の抗弁権がそのまま妥当する。したがって、買
い主は、テレビを修理してもらうか、新しいテレビを渡してもらうまでは、代金の支払い
を拒めることになる。
　次に、第２の場合に、消費者が売買代金の支払いを拒めるか否かについて、長らく議論
があった。拒めないと主張する考え方は、立替払い契約の中には、お金の貸し借りに関す
る契約と売買に関する契約が別々に存在していると考え、売買に関する問題は、お金の貸
し借りには影響を与えないという。これに対して、売買代金の支払いを拒めると主張する
考え方は、２つの契約を別々のものと考えることはできず、互いに密接不可分であるから、
売買契約に関する問題がお金の貸し借りに影響を与えるとしていた。このような対立を踏
まえて割賦販売法は昭和59年に改正され、このような場合に買い主は代金の支払いを拒め
ることになった（割賦販売法30条の4）。
　それでは、第３の場合はどうであろうか。第２の場合についての議論をそのまま当ては
めれば、売買代金の支払いを拒めそうである。しかしながら、割賦販売法は、この場合に
ついては規定がない。そこで、第３の場合については割賦販売法30条の４を反対解釈（言
葉に含まれないものにはその条文を適用せず、反対の結論を採る解釈方法）し、売買代金
の支払いを拒めないとする考え方と、割賦販売法第30条の４を類推解釈（言葉に含まれて
はいないが、重要な点で似ているものにその条文を適用し、同様の結論を採る解釈方法）
し、売買代金の支払いを拒めるとする考え方かおる。この問題に関し最高裁が明確な判断
を示したことはないが、私は、この問題が裁判となった場合は、消費者は売買代金の支払
いを拒めないという結論が採られるものと予想している。
　この他にも、取引の当事者が消費者であるという理由から、いくつかの法規制がなされ
ているが、具体的な紹介はこの程度にとどめることとする。
３。おわりに一問題点の指摘一
　以上にみたように、「消費者は弱者である」という理由からたくさんの権利が与えられ、
保護されることとなっている。しかし、他方で次のような事例が現れている。すなわち、
ネズミ講まがい、無限連鎖講まがいの取引とクレジット契約が組み合わされ、「会員」が増
やされていく場合に、それに参加した消費者は、システムが順調に稼働しており、順調に
利益があかっている間は何ら異議を唱えず、システムが破綻した段階で、はじめて売買契
約の無効を主張し、売買代金＝クレジット代金の支払いを拒むのである。この場合、「加害
者になり損なった被害者」を救済する必要が果してあるのだろうか。また、クーリング・
オフの存在は販売する偏にとって大きな負担となっており、業界全体のコストを引き上げ
ているともみられる。このコストは最後には消費者に跳ね返っており、果してクーリング･
オフの存在が一般的に消費者の保護になっているのか、再評価が必要である。
　このように考えてくると、一方的に消費者に権利を与え強くするだけでは、本質的な問
題の解決にならない場合や新たな問題を引き起こす場合かおることは否定できない。この
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ことは、たとえば、借地借家法に関しても同様であった。すなわち「借地人、借家人は弱
者である」という理由から、彼らに対し一方的に権利が与えられ保護がなされた。その結
果、土地、建物が効率的に供給されなくなったので、借地借家法は平成４年に改正され、
一部、現状よりも地主、家主に有利な制度が導入されている。
　同様のことが消費者法にもいえるのではないか。行き過ぎた消費者保護は弊害をもたら
すこともある。「消費者は弱者である」ということの意味をもう一度考え直し、よりよい消
費者保護の姿を検討することが必要なのではないかと思う。
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